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をリードするわが国の革新的研究・技術開発を戦略的に行い、「第三期科学

技術基本計画」による研究開発投資25兆円の達成を目指すとともに、次期

基本計画における投資目標を設定し、拡充する。また、最先端研究開発支援

プログラムの実施や「研究開発力強化法」「宇宙基本計画」「海洋基本計画」

等に基づく投資を充実する。科学技術の成果を国民に還元し、地域発の豊

かな社会を実現していくため、47都道府県に産学官連携拠点を整備する。

■ 規制改革

消費者行政とのバランスをとりつつ、各種規制のあり方を見直し、発展的経済

活動を側面支援する。また、新たな立法時における規制の新設についても、

国民の安全安心を確保するとともに、自由で活力ある経済活動を阻害しない

ようにする観点から、引き続き十分な事前審査を行う。

地上デジタル放送の推進・

情報通信網の整備による地域間格差の解消

全国どこでも医療や教育などのサービスを受けることができるネットワー

ク基盤を整備するため、2010 年度末までにブロードバンド・ゼロ地域の

解消を実現するとともに、携帯電話不感エリアの解消のため、特に条件

的に厳しい地域の整備を行う。さらに、テレビ放送について、過疎地域・

山間部の整備や都市の難視聴対策、経済的弱者への支援等を強化し、

2011年にデジタルへの完全移行を実現する。それにより余裕が生まれる

電波を、防災や交通安全対策や新規事業など、生活に密着した分野へ

活用し、情報通信技術の恩恵が実感できる豊かな生活を実現する。

ＩＴ利活用社会の実現

世界トップのブロードバンド環境とＩＴ技術のフル活用、国民視点に立った

電子政府（�-G��）の推進により、行政・医療・産業・福祉・教育・司法・交通・

テレワーク等、生活に密着した分野を情報通信ネットワークで接続し、2015

年までに国民生活の利便性向上、行政事務の簡素効率化・標準化・見え

る化を実現する。また、デジタル技術の活用による新規性・先進性の高い

事業の創出、雇用確保、生産性向上により、経済を活性化させる。

中小企業対策・建設 業の健全な育成

■ 小規模事業者共済

小規模事業の経営者の将来不安を取り除くため、小規模事業共済の加入

対象者を「配偶者」「後継者」等、これまで加入できなかった「共同経営者」

にまで拡大し、廃業や引退時における生活資金、事業再建資金のさらなる

充実につなげる。

■ 商工会議所・商工会の機能強化

中小企業全体を支援する観点から、商工会議所、商工会の組織機能強化

のため、早急に抜本的な対策を講じる。

■ 連帯保証人制度

自殺の大きな要因となっている中小企業金融における連帯保証人制度

について、そのあり方を見直す。

■ 地元中小企業受注機会拡大

地域活性化と地元中小企業の再生のため、中小企業者向け官公需契約

目標額を、昨年度契約実績から1兆円以上増額した約5兆1993億円とする

とともに、官公需総額に占める割合を過去最高の52.4％とし、地元中小企業

と地域を活性化させる。

■ 不当廉売対策

中小小売（酒・電器・ガソリンスタンド等）の経営を守るため、不当廉売に対して

は断固対処するためのガイドラインの見直しを行う。

■ 地域を支える建設業の健全な育成

公共工事の品質を確保し、地域の雇用と経済を支える中小・中堅建設業

などを発展させるため、中小企業向けの分離・分割発注の推進、最低制限

価格等の引上げ等によるダンピング対策の徹底、地域性を重視した入札

参加資格の設定などを行う。
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金融対策

中小・小規模企業や中堅・大企業の資金繰り支援等に万全を期するため、

信用保証協会の緊急信用保証、その対象業種の拡大や無担保・無保証枠

8000万円の拡大・別枠化等、日本政策金融公庫によるセーフティネット貸付

や危機対応業務の実施、住宅・土地金融の円滑化、銀行等保有株式取得

機構の活用等の施策を強力に実施することにより、貸し渋り・貸しはがしを

防ぎ、金融システムを安定化させる。

地域活性化

■ 地域社会の活性化

農商工連携・産学官連携を推進し、競争力のある魅力あふれる地域を

形成していくため、雇用の確保・人口定住を図る。

■ 商店街活性化

空き店舗の活用や駐車場整備等、商店街再生に向けた意欲的な取組み

に対する支援を行い、駅前や中心市街地等の賑わいを取り戻す。

■ より充実した「新過疎法」の制定

過疎地域の個性や資源を活かし、集落の維持と活性化を行うため、ハード

面の支援に加え、地域医療の充実や産業の振興等ソフト面も含めた総合

的支援が不可欠との観点から、より充実した新たな過疎対策法を議員立法

として平成21年度中に成立させる。

地方分権のさらなる推進

国は国が本来果たすべき役割を担い、住民に身近な行政は地方に委ねる

6 地域活性化・地方分権

べく、国と地方の役割分担や国の関与のあり方の見直し、都道府県から

市町村への権限移譲、国の出先機関の廃止・縮小や法令等による義務付け・

枠付けの見直し（4076条項及び116事務権限等）、地方税財源の充実確保の

ための補助金・交付税・税源配分の見直しなどの「新地方分権一括法案」を

平成21年度中に国会へ提出し、成立を期す。

直轄事業の維持管理費負担金は平成22年度から廃止するとともに、直轄

事業を基礎的・広域的な事業に限定し、直轄事業負担金制度を抜本的に見直す。

また、地方分権をさらに進めるため、国と地方の協調に向けた徹底的な議論

が行えるよう、国と地方の代表者が協議する機関の設置を法制化する。

道州制の導入

国際化、少子化、成熟化の中で、日本再生のため国のあり方を根本的に見直す。

国際社会に発信できる個性豊かで活力ある圏域を創出するため、都道府県を

越えた広域的なエリアで地域戦略を担う道州を創出し、多極型の国土を形成

していく。このため、新しい国のかたちである道州制の導入に向け、内閣に

「検討機関」を設置するとともに、道州制基本法を早期に制定し、基本法制定

後6～8年を目途に導入する。また、この間、先行モデルの北海道特区などを

一層進める。

地方財政の抜本的な建て直し

地方自治体が住民生活に不可欠な行政サービスを安定的に提供できる

よう、地方税の充実、地方交付税の増額など地方が自由に使える財源を

充実確保する。また、地方自治体が特色ある政策を速やかに実施できる

よう本年の「経済危機対策臨時交付金」や地方交付税における特別枠

（地域雇用創出推進費）のような予算措置を引き続き実現する。

「中期プログラム」に基づき税制の抜本的改革に取り組む際には、地方消費

税の充実や地方交付税の法定率の見直し等により、地方財政の建て直しに

取り組む。その際、地方交付税が地方の固有財源であることを明確にする。
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真に必要なインフラの整備

「命の道」や生活道路・通学路の安全対策など、地域生活に不可欠な道路

等については、B / C（費用便益比）にとらわれることなく、積極的に整 備を

進める。また、「生活の足」となる地 域公共交 通の確保と利便性を向上

させるとともに、駅や道路、建物などのバリアフリー化を進める。特に、過疎、

離島、半島等の条件不利地の生活を守る。

「すまう人」視点での住宅対策

最大600万円の住宅ローン控除など過去最 大の住宅取得支援を継続・

強化し、ライフステージに応じた持ち家の取得、リフォーム、住み替えを

支援する。特に子育て世帯や高齢者等が安心して生活できるよう、子育て

支援施設やケア施設の併設された住宅等、良質な賃貸住宅を供給する。

また、「ストック型社会」の実現のため、2世帯・3世帯住宅や200年住宅の

推進など住宅の長寿命化を進めるとともに、既存住宅・リフォーム市場を

整備する。

観光立国の実現

ビジット・ジャパン・キャンペーンの高度化や、入国審査の円滑化等により

「観光立国」を実現し、2020年までに訪日外国人を2000万人にする。また、

無電柱化の集中実 施や景観に配慮したまちづくりなどによる魅力ある

観光地の整備、料金施策やスマートIC 等の高速道路の利便性向上、休暇の

取得・分散化、観光産業の育成等により、観光を通じた地域活性化を進める。

必要な社会資本の前倒しによる「未来への投資」の実施

現在の経済危機を乗り切るため、この3 年間は積極的な財政出動を行い、

日本経済と地域経済を立て直すとともに、将来のために必要な成長基盤や

安全・安心基盤である社会資本の前倒し整備を進める。また、地方負担の

大幅な軽減・その継続とともに、世界・アジアの中で、将来にわたってわが国が

発展するため、空港・港湾や 高速道路 等の基幹ネットワークを整備する。    

整備新幹線は、既着工区間について早期完成させるだけでなく、新規着工

区間については昨年の「整備新幹線に係る政府・与党ワーキンググループ

における合意事項」のとおり2009年中の認可・着工を目指す。超電導リニア

 （超電導磁気浮上式鉄道）やフリーゲージトレイン（軌間可変電車）についても、

その実現を目指す。また、わが国の優れた交通システムや水ビジネス等を

海外に輸出し、世界に貢献する。ＰＦＩ法を改正し、地域の活性化等を行う。

地域で活動する団体やＮＰＯ法人の育成・支援

誰もが参加しやすい社会活動・ＮＰＯ法人等ボランティア組織の育成・支援

を行う。弱体化した地域の絆を再生するため、「コミュニティ活動基本法」を

速やかに制定し、町内会や自治会、消防団などの地域に根ざした活動を

行う団体を支援する。

郵政民営化

郵政民営化について、四分社化を踏まえた三事業一体的なサービスを確保

するための施策について検討する。

国内農林業の所得の増大

■ 国内農業生産を強化し、農家所得を増大させる

食料自給率50％を目指し、考えられる全ての対策を講じ、努力する農家の経営

を支え、所得最大化を実現するとともに、農山漁村を活性化するための政策

を着実に実施する。これらの施策は、全ての意欲ある農家を支援対象とし、

面積・年齢要件は撤廃する。平成21年度は補正予算も含めて十分な予算を

確保した。今後も、永続的に毎年必要な予算を確保し、内容を充実させる。

7 農林水産政策
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■ 国民の貴重な財産である農地をフル活用

自給率を向上させるため、耕作放棄地や不作付け地を解消し、二毛作ができる

地域では二毛作を進めるために思い切った支援を行う。自分の農地を荒らし

たくないという人が安心して貸すための支援及び、農地を増やして経営を拡大

したい人への支援を充実する。相続税対策にも取り組む。雇用を増やし、農業

の生産力増強に資するよう、地域の希望に沿った農村公共事業を充実させる。

■ 国民の求める農産物を安定供給

水田では、必要量に合った主食用米を作るとともに、麦や大豆といった国内で

不足している作物の生産を振興する。さらに、米粉や飼料用米等「水田とし

ての利用」をしながら生産調整にもなる取組みで十分な所得をあげられ

るよう重点的な支援を拡大する。米の生産調整は、不公平感などの改善

を図りつつ、豊作などによる価格下落があっても経営に影響させないよう

にする措置を充実する。

■ 野菜・果樹・畑作農業を振興

野菜・果樹・畑作農業の経営を安定・発展させるための支援を充実する。

自然が相手であることに十分配慮し、価格の変動対策、新しく植えた品種で

所得を得られるまでの経営対策を行うとともに、機 械などのリースによる

導入支援、借入金対策や新たな事業展開を支える融資、燃油や肥料の高騰

対策も継続する。

■ 畜産・酪農業を振興

畜産・酪農業の経営を安定・発展させるための支援を充実する。生き物相手

の産業であることに十分配慮し、子牛の資質向上対策や肥育経営対策を

行うとともに、機械などのリースの導入支援、借入金対策や新たな事業展開

を支える融資、燃油や肥料の高騰対策も継続する。

■ 食品の高付加価値化、流通の高度化

都市農業の振興、地産地消、都市での農畜産物直売、産直、農商工連携、

食育などを強力に進めるとともに、学校給食での地場農畜産物の利用を

拡大させる。さらに、世界の市場に日本の農産物輸出を進めるよう支援する。

■ 農山漁村の保全と発展可能性の実現

洪水防止機能や景観、文化創造を含めた農山漁村の多面的機能を維持

していくため、国としての支援を充実する。中山間直接支払制度、農地・水・

環境対策については、新たな観点も入れて充実・強化する。鳥獣害対策を

進めるとともに、バイオ燃料、太陽光発電、水路を活用した水力発電、木質

バイオマスを支援する。花粉症緩和米をはじめとした国民の健康増進に

貢献する新たな食品の実用化など将来を見通した開発支援を進める。

森林対策の拡充

地球温暖化を防止し、豊かな自然環境を提供するわが国の森林について

国有林も民有林も間伐などの森林の整備や治山事業を行う。貴重な森林

を維持している森林所有者の負担のない事業を拡大する。また、公共施設・

住宅から紙・割りばしまで国産材の利用率50％を目指す。緑の雇用を推進

するとともに、木材価格の安定化のための制度を導入する。海外において

違法に伐採された木材が流通しないよう違法伐採対策にも取り組む。

持続可能な力強い 水産業の確立

漁業・養殖業の収益性向上や燃油・資材価格の変動にも対応しうる安定

した経営の確立、新規就業の促進により水産業の体質を強化する。流通

経路の確保・魚食文化の復活・地産地消の取組み支援を行い、国産水産物

を安定的に供給する。漁場の生産力向上に資する事業を重点的に実施する

とともに、大型クラゲなどによる漁業被害対策等を通じて水産資源の管理・

回復を進める。また、生産基盤である漁港整備や防災力強化、生活環境の

向上による安全で活力ある漁村づくりを推進するとともに、藻場・干潟などの

保全活動の促進等により水産業・漁村の有する多面的機能を発揮させる

ほか、離島漁業再生の取組みを行う。
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8 財政再建

9 外交・安全保障

日米安保体制の強化と在日米軍再編の着実な推進

日米同盟は、わが国外交の基軸である。わが国の安全及びアジア・太平洋

地域、世界の平和と安定のために、日米安保体制のより一層の信頼性の

向上を図り、日米同盟関係を強化する。また、米国との戦略的な協議や計画

検討作業、共同演習・訓練の強化等を積極的に行い、テロ対策における

協力、弾道ミサイル防衛の推進等を引き続き努力していく。さらに、米軍

再編を着実に実施し、抑止力を維持すると同時に、沖縄をはじめとする

地元の負担を軽減する。

防衛政策の強化と
防衛計画の大綱・中期防衛力整備計画の策定

正確かつ総合的な情勢判断に基づき、時代の変化に迅速かつ的確に対応

した防衛政策を整備・強化するとともに、基地周辺対策を充実させる。また、

そのための裏付けとなる予算・人員を確保し、自衛官の処遇等を改善すると

ともに自衛官が敬意と感謝の念を持たれるよう努める。なお、本年末の防衛

計画の大綱と中期防衛力整備計画は、国防部会・防衛政策検討小委員会の

「提言・新防衛計画の大綱について」を踏まえて策定する。

安全保障体制の基盤強化

北朝鮮のミサイルや核の脅威から日本を守るためには、たゆまぬ安全保

障体制の強化が必要である。

特に、北朝鮮の弾道ミサイルから日本国民の安全を守るため、同盟国であ

る米国に向かう弾道ミサイルの迎撃や弾道ミサイル防衛で連携する米国

艦艇の防護などが可能となるよう、必要な安全保障上の手当てを行う。

■ 新たな脅威や多様な緊急事態への対処能力の強化

弾道ミサイル 防衛システムの配備を進め、大規模なテロ・ゲリラへの対策、

財政健全化

財政の持続可能性を確保するため、歳出・歳入改革、経済成長への取組み

を通じて、国・地方の債務残高対ＧＤＰ比を2010年代半ばにかけて安定化

させ、20年代初めには安定的に引き下げる。このため、今後10年以内に国・

地方のプライマリー・バランス黒字化の確実な達成を目指す。まずは景気を

回復させ、5年を待たずに国・地方のプライマリーăバランス赤字（景気対策に

よるものを除く）の対ＧＤＰ比の半減を目指す。

無駄遣いの撲滅

21年度予算編成では徹底した支出の見直しを行い、広報経費・委託調査費・

タクシー代や公益法人への支出について約3～4割削減したほか、政策の

棚卸しにより一般会計約▲5,500億円、特別会計約▲3,300億円を見直した。

既存の全ての予算について徹底して見直し、無駄の撲滅を徹底する。その

取組みについては、外部の有識者がチェックする。独立行政法人や公益法人

への支出を引き続き厳しく抑制する。また、独立行政法人において、政府

出資による資産の国庫納付に伴う減資を認め、不要財産の国庫納付や処分

が可能となる立法措置を講ずる。なお、補助金等により造成された基金に

ついては、透明性を確保し、その使途を決められた政策目的に限定するなど、

適切に執行する。
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10 資源・エネルギー

積極的な外交展開
わが国の総合的な外交力を一層強化するとともに、中国、韓国など近隣諸国

との関係を増進し、アジア太平洋地域の安定と繁栄を共に築いていく。また、

ＯＤＡの積極的な活用を図り、官民連携の強化やわが国企業の海外進出を

後押しする。さらに、日本の優れた法制度や保健医療システム等の対外発信

を高めるとともに、戦略的な日本語普及、知的交流、科学技術外交を進め、

日本のソフトパワーを強化する。

経済・金融危機への対応、多角的自由貿易体制の確立
世界的な経済・金融危機の克服に向け、国際的なリーダーシップを発揮する。

ＷＴＯドーハ・ラウンド交渉の早期妥結、経済連携協定（ＥＰＡ）や自由貿易

協定（ＦＴＡ）交渉を積極的に行う。

農業交渉等については、各国の持つ多様な農業の共存や林・水産資源の

持続的利用が可能となるルールの確立を目指す。

国家の情報機能 及び官邸の指令機能の強化
外交と安全保障に関する官邸の司令塔機能を強化するため、「国家安全保障

会議」を内閣に設置する。国家の情報収集・分析能力の強化を図り、的確な

情報を活用して国民の安全を守る。また、秘密保全の強化策に取り組む。

資源獲得・新たなエネルギーシステムの構築

安定的な資源・エネルギーを確保するため、主要な資源供給国との関係を

深め、「資源外交」を強化するとともに、国内における水力、風力、太陽光等

「再生可能エネルギー」の開発・利用や、原子力エネルギーの利用を強化

（ 発 電 比率：25.6 % → 4 0 %  発電所の設備利用率：58%〈現行〉→ 84%

〈1998年水準〉）する。

NBC（核、生物・化学）兵器、新型インフルエンザ対策、サイバー攻撃対策等を

強化する。

■ 国の安全保障のための防衛産業・技術基盤の維持・強化

国の防衛政策上の観点から国内の防衛産業の技術基盤を維持・強化し、技術

開発と共同研究の抜本的な改革を進め、わが国の技術レベルの向上に努める。

テロとの闘い・国際社会の平和と安定のための貢献

インド洋における補給支援活動は、アフガン復興支援とともに、国際社会が

一致して取り組む「テロとの闘い」の車の両輪であり、これを継続する。アフ

ガニスタン及びイラクの復興支援、パキスタン支援国会合の着実なフォロー

アップ、アデン湾沿岸諸国・アフリカ諸国等への平和構築・海賊対策分野の

支援などを着実に実施していく。

自衛隊の国際平和協力活動等の推進

自衛隊の国際平和協力活動の推進のため、補給支援特措法やイラク人道

復興支援特措法といった特措法ではなく、自衛隊の海外派遣が迅速に対応

可能となるような国際平和協力に関する一般法（国際協力基本法）の制定を

目指す。国連のＰＫＯ、インド洋での補給支援活動、ソマリア沖・アデン湾での

海賊対策等、自衛隊の海外派遣は、今後とも国際協調と国益を考えて実施する。

北朝鮮への断固とした対応

北朝鮮問題は、拉致・核・ミサイル問題の包括的解決が基本であり、「拉致問題の

進展がなければ、北朝鮮への経済支援は行わない」ことを前提に、外国政府

及び国連や国際開発金融機関等の国際機関に対し、積極的な働きかけを

行う。国家の威信をかけ拉致被害者全員の帰国を実現する。北朝鮮が核

開発及び弾道ミサイル関連活動を完全に断念するよう、わが国は輸出禁止

などの対北朝鮮措置を継続するとともに、安保理決議に基づいた行動を米

国や韓国、関係各国と一致して取り組む。先の国会で廃案となった貨物検

査特措法案につき、安保理決議1874 等を踏まえ、次期国会で成立させる。
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11 環境・地球温暖化

12 行政改革・政治改革

領土問題の解決

わが国固有の領土であるにもかかわらず現在、不法に占拠されたままで

ある北方領土と竹島の問題の平和的解決に向けて、今後とも、強い意志を

もって粘り強い交渉を行う。また尖閣諸島には、領土問題は存在しない

ものの東シナ海問題が存在するため、今後とも毅然とした姿勢で対処し、

東シナ海を「真の友好の海」とすることに努める。 

水の安全保障

世界的な人口増加や気候変動により大きな影響が懸念される日本と世界

の水問題に対し、食料、エネルギーの安全保障の観点も含め、政産学官が

連携して取り組み、次世代に豊かな社会を引き継ぐ。また、安全・安心な

上・下水道を維持・管理し、資源の循環・再利用も含めた水循環プロセスが

安定的かつ健全に行われる社会を構築するとともに、利害関係者が連携

する流域単位の総合水資源管理体制を整える。また、膜技術、漏水対策

や再生水利用技術など日本の優れた水関連技術と知見で「世界の水危機」

解決に貢献し、国際社会から尊敬される日本を目指す。

 

低炭素社会づくりの推進による地球温暖化防止

地球温暖化問題の解決策として、国民全員参加による社会変革を進め、

環境と経済が共に向上する「低炭素社会づくり」を推進する。そのため、

太陽光発電の買取制度などを通じた再生可能エネルギーの需給拡大、

省エネ住宅・エコカー減税をはじめとした税制全体の一層のグリーン化の

推進、カーボンオフセットの本格展開などを進める「低炭素社会づくり推進

基本法」を制定する。また、全ての主要排出国の参加による衡平で実効

的なポスト京都の国際枠組作りを主導し、国際合意により世界全体の温

室効果ガス排出を2050年に半減させることを目指す。交 渉にあたっては、

わが国の2020年の温室効果ガスの削減量の目標を2005年比15%削減と

する。省エネルギー・省資源などの優位性を持つわが国の技術を活かし、

国際協力を行う。

美しい自然と生物多様性の保全

来年10月の名古屋市における生物多様性条約第10回会議の開催に向け、

国民とともにわが国の自然を保全するための施策を強化する。また、アジア

を中心に、生態系保全や持続可能な取組みを展開する。外来生物対策と

ともに絶滅危惧種の保護を進め、生態系の維持回復に努める。国立公園

をはじめ「里地・里山」「里海」の 美しい森や水辺を守る。また、日本人の

自然観やこころを世界に発信し、世界の環境取組みに貢献する。

３Ｒを通じた持続可能 な資源循環

「もったいない」の精神を活かし、廃棄物の発生抑制（リデュース）、再使用

（リユース）、再生利用（リサイクル）の「3R」の取組みを徹底し、大量生産、大量消費、

大量廃棄の社会から環境にやさしい循環型社会への移行をより一層進める。

また、エコタウン、レアメタル資源回収等を通じた地域活性化を進め、さらに

非食品セルロースや廃棄物利用によるバイオエタノールの開発を促進する。

行政改革の推進

■ 独立行政法人改革

一昨年決定した「独立行政法人整理合理化計画」において検討事項に
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